



























(1) 最判平成 15 年 4 月 22 日民集 57 巻 4 号 477 頁（いわゆるオリンパスピックアップ装置事件）は、
会社等の使用者が定めた規則に基づく報奨金の額が「相当の対価」の額に満たない場合に、従















　この問題について、大阪地判平成 23 年 10 月 14 日裁判所ウェブページ行政事件










Ａ社は、この取扱規定に従って、昭和 58 年から平成 17 年までの間に 16 回にわた
り、ロイヤリティ報奨金として合計 163 万 1300 円をＸに対し支払った。
　しかし、Ｘは、この報奨金の額は特許法（平成 16 年法律第 79 号による改正前
のもの。以下、特に明示しない限り「特許法」は上記改正前のものを指す。）35
条 3 項にいう「相当の対価」の額に満たないとして、平成 17 年 7 月 5 日に別件訴
訟を提起し、5339 万 2003 円及び遅延損害金の支払いを求めた。その後、平成 18
年 6 月 7 日に、Ａ社がＸに「考案にかかる権利の譲渡の対価」として 3000 万円を
支払うという内容の訴訟上の和解が成立した。Ａ社は、この和解に基づき、同月





　Ｘは、平成 19 年 3 月 15 日、本件和解金に係る所得を雑所得として申告したが、






















(2) 所得税法 33 条 3 項 1 号 2 号および所得税法施行令 82 条により、「自己の研究の成果である特
許権、実用新案権その他の工業所有権」の譲渡による所得は長期譲渡所得とされ、その所得金
額の 2 分の 1 のみが総所得金額に算入される（所得税法 22 条 2 項 2 号）。なお、特許を受ける
権利の譲渡が「自己の研究の成果である特許権、実用新案権その他の工業所有権」の譲渡と同





















































































































































方であり、最判昭和43年 10月 31日訟月14巻 12号 1442頁（以下、「昭和43年判決」










59 条 1 項 1 号）、昭和 43 年判決は、このようなみなし譲渡課税が許される理由に
ついて、「対価を伴わない資産の移転においても、その資産につきすでに生じてい
る増加益は、その移転当時の右資産の時価に照らして具体的に把握できるもので
(3) 金子宏『租税法』221 頁（弘文堂、第 17 版、2012）。同様の説明をする文献として、佐藤英明『ス
タンダード所得税法』83 頁（弘文堂、補正 2版、2011）、清永敬次「譲渡所得の意義」別冊ジュ
リスト 79 号 71 頁（1983）。































(5) 伊川正樹「譲渡所得における実現の意義と譲渡所得の性質」名城法学 62 巻 2 号 18 頁（2012）。






























(8) 岡村忠生「譲渡所得の意義」別冊ジュリスト 120 号 60 頁（1992）。

































































(10) 伊川・前掲注 (5)26 頁。
(11) 同様の見解を示すものとして、谷口智紀「職務発明報奨金に係る所得区分の問題」税務弘報































(13) 中山信弘『特許法』82 頁（弘文堂、第 2版、2012）、升永英俊「知的財産の時代の『相当の対価』」
金融・商事判例 1236 号 151 頁（2006）。
(14) 元氏成保「職務発明に関して従業者等が使用者等から受け取る金員の所得区分」水野武夫先
生古稀記念論文集『行政と国民の権利』515-516 頁（法律文化社、2011）。
(15) 平成 16 年法律第 79 号による改正後は、「相当の対価」の算定のための要素が「その発明によ
り使用者等が受けるべき利益の額」のほか、「その発明に関連して使用者等が行う負担、貢献及
び従業員等の処遇その他の事情」とされているが（改正後の特許法 35 条 5 項）、後者の各要素
はやはり特許を受ける権利そのものの価値には関わらないものと考えられるから、改正後も同
様の問題が残るといえるだろう。


















　　所得税基本通達 23 ～ 35 共－ 1 ⑴は、職務発明に係る特許を受ける権利（ま
たは特許権）を使用者に承継させたことにより支払を受ける報奨金等の金額に
ついて、「これらの権利の承継に際し一時に支払を受けるものは譲渡所得、これ
らの権利を承継させた後において支払を受けるものは雑所得」とする旨示して
おり、本判決の結論は、この通達の内容と基本的に同じものになっているとい
えるが、この通達の根拠についても、上記の疑問も踏まえて検討する必要があ
るように思われる。
　　このような疑問も踏まえた上で、今後も譲渡所得に対する課税について検討
を続ける予定である。
